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l FO7 デフレ下における 技術進歩パラドックス 
ー労働・資本生産性の 同時上昇と技術進歩停滞 一 

0 藤 祐司，渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

]. 背景 

図 1 は、 日本及び欧米の TFP 成長率の推移を 示したものであ 

る (EC,2001 [4]) 。 日本の TFP 成長率は、 1970 年代後半からの 

10 年間は欧州とほほ 同水準、 1980 年代後半は欧米に 比べはるか 

に高かったが、 1990 年代前半はマイナスになり、 1990 年代後半 

も極めて低 い 水準にとどまっている。 
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図 ].  日米欧 TFP 成長率の推移 (7/9755  -2 ひ ひ 7 ノ ． 

出所 : European  Competiliveness  Report  2001   

また、 TFP は 、 次のように技術の 限界生産性 (MPT: Ma 垣 nal 

Productiv 吋 ofTechnology)  と GDP  当たりの研究開発投資 ( 研究 

開発強度 ) の 積 として考えることができる。 

GDP を V 、 それに対する 生産要素 X ( 労働 L 、 資本 K) と技 

術ストック T の投入で構成される 生産関数を考える。 
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 V の成長率は (5-5) 式により表される。 

(2) 竿，ぷ ， ( 綴暖 ) 筆 。 ( 穿ザ芋 

右辺の第 2 項は、 全要素生産性 (TFP) 成長率で技術進歩を 示 

し、 次のように、 技術の限界生産性 ( るけ けの と GDP 当たり 

の研究開発投資 ( 研究開発強度 ) R Ⅳの積で示される。 
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(3) 

このように、 TFP を技術の限界生産性 (MPT) と研究開発強 

度との 積 として捉えると、 日本の研究開発強度は 図 2 に見られ 

るように、 1990 年代に入ってからも 緩やかに上昇していること 

から、 日本の TFP 成長率の激減は、 技術の限界生産性 (MPT) 
の 急 減に起因するものであ ることが明確になる。 
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図 2. 日本の研究開発強度の 推移 (1970 一 2001)   

出所 : 科学技術研究基本 繍杢 ( 総務化 ) 

1980 年代までの 高 V 、 TFP 成長率の要因は、 高成長の経済発展 

の中で、 積極的な研究開発投資、 設備投資が行われたことに よ 

るものであ った。 

一方、 1990 年代には、 図 3 に示された高成長下での 経済成長 

を起点とする 好循環ダイナミズムが 機能しなくなり、 ① 新た 

な 成長がないことから 技術の限界生産性が 大幅に低下し、 ②そ 

れが TFP 成長率を低下させ、 ③低い TFP 成長率は低成長をも 

たらし、 ④低成長が技術の 限界生産性を 低下させる、 という悪 

循環メカニズムが 働くことになったことを 示している。 

一ウ 技 街の眼界生産 牲はけ捉 ) 

                              ⅠⅠ TFP 成長事 
軽軒成長 ( 稜 

  

  

て "'""" 

図 3. 経済成長．技術の 眼界生産性， TFP 成長率の悪循環   
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  2. デフレ経済 下 におけるイノベーションメカニズム 

2.] チフレ経済の 加速化による 丁 「 P 成長率の上昇 

(l) TFP 成長率と生産要素価格の 関係 

国民経済計算において、 生産は所得 ( 生産要素に対する 支払 ) 

に等しく、 次の関係が成立する。 

Ⅱ " 丸亡 " た K (4) 

乙 GDP, ム 労働投入 量 ， K     資本投入 量 ， w. 実質賃金， た     

実質資本価格 

(4) 式の両辺を時間 亡で 微分し 、 グで 割ることにより、 次の式 

を得る。 

(5) 
一 A Ⅱ Ⅱ """" 瑚七 グ ( Aw  一 w  +  AL @  Z )  " K  一 た z (                 

ここで、 生産要素の投入量の 成長率を左辺に 移すことによっ 

て、 次式 が得られる。 

AZ    w ム A 舌た [A:AK 、   w ム Aw    kKA ん (6) 
ド ア ム ド K  Ⅱ w  Ⅱ ゐ 

この左辺は、 産出の成長率から 生産要素の成長率にそれぞれ 

労働分配率と 資本分配率をかけたものを 引いたものであ り、 全 

要素生産性 TFP の成長率そのものであ る。 このため、 TFP 成長 

率は次のように 表わされる。 

A T,FP  冗 Ⅱ @L Aw た K A た   + --- 一 (7) 
二 %p'  Ⅱ w  Ⅱ ん 

(7) 式は、 TFP 成長率が生産要素の 実質価格の変化率で 規定さ 

れ、 その加重和で 表わされることを 示している。 

(2) デフレ経済下の 実質生産要素価格の 推移 

最近の日本の 実質労働価格 ( 名目賃金 /GDP デフレータ一 ) 

のトレンド、 及び名目金利とインフレ 率 (GDP デフレータ一変化 

率 ) の関係のトレンドを 図 4 及び図 5 に示す。 

図 5 及び図 6 に示されるよ う に、 名目賃金 ノ GDP デフレータ、 

一 インフレ率姉名目金利、 と先に見たデフレ 下での構造的特徴 

たる Aw/w ノ 0 ， AM( ノ 0 が進行していることが 判然と伺われる。 

  

  

  

    

援 ，め ， 機 ， 呵 蟻 。 凹 ， 慨 ， m  援 " め 鱒 血 の " 

図 4. 日本の実 寅 労働価格の推移 // タフ 先 2 銭の : ]990 目 00   

 
 

 
 

罠
 七
皿
 娃
 Ⅰ
 肝
ム
 h 
入
 y
 

｜
   

が， 。 あ ， 。 ㌔ ， 。 ひぶ 。 ひ， 。 ひ 。 ) 。 闘 ，。 お ， 。 あ ， 。 盗ボ 

図 5. 日本の名目合 利と インフレ率の 関係の推移 (1994-2003)   

以上の実質生産要素価格の 上昇は、 (7) 式で示される TFP 成長 

率の上昇要因となっている。 

(3) 労働生産性・ 資本生産性の 同時上昇 

デフレ経済の 進行にともない、 最近の日本においては、 実質 

賃金及び資本価格の 上昇の結果、 TFP 成長率が上昇しているが、 

これはとりもなおさず 労働生産性と 資本生産性の 同時上昇を来 

すことになる ( 皿 Mo 鴨 an,2003[1])o 

㌔ p をそれぞれ労働と 資本の弾性情 ( 分配率 ) とすると、 

(8) ATFP  冗朋 た， ㏄一 Aw  w  +  pA 一 た 

従って 、 

るト ム 
"     " 一 " "" (9) 

る L  げ 

また、 労働の限界生産性は 実質賃金の w と等しいことから、 

み けりェ %w を (9) 式に代入することによって、 次の式を得る。 

L 
㏄二 w. 一 (10) 

Ⅱ 

両辺を時間で 微分することにより   

AQ  @  " 一 Aw  一 十 A(Z/ ド ) (11) 
a  w  (LI ド ) 

需要 倉 Ⅱ世尊がない 場合、 A Ⅳ a-0 であ ることから、   (12) 
w  (LI Ⅱ ) (? Ⅱ / ム ) 

月は ついても同様に 行い、 (8 沫から次の式 か 導かれる。 

( Ⅰ 3) 
仰 ZR R ァ ァ一 一位 げ A げ Ⅰ /L)  ム )  +  P /K) A( ( Ⅱ Ⅱ /K) 

(13) 式から、 デフレ経済の 進行にともない、 最近の日本におい 

ては、 労働生産性のみならず、 資本生産性も 同時に上昇してい 

ることがうかがわれる。 

(13) 式の関係を図示すると、 次のように表される。 
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労働生産性，資本生産性 

     
   Ⅰ労働生産性の 変化率 

図 6. T 「 P 成長率と労働生産性・ 資本生産性変化率の 関係   

( 注 )T 、 AT はそれぞれ TFP 、 ATFP を表わす。 

TFP 成長率が同一ぺ ー スの場合には、 労働生産性の 変化と資 

本生産性の変化は 代替的であ るが、 この同時上昇は、 TFP 成長 

率が加速されているときに 可能であ る。 すな む ち、 現下の日本 

経済は、 デフレの加速度的な 進展 ( A( 一刀 )/(-1) ノ 0) の結果、 

実質賃金、 資本コスト双方の 上昇をもたらし、 TFP 成長率がお 

のずと加速され、 その結果、 労働生産性と 資本生産性の 同時上 

昇の現象が見られるに 至っているのであ る。 

2.2  デフレスパイラルの 懸念 

現下の日本経済における 労働、 資本の両生産性の 同時上昇は 、 

デフレに対応して 企業がコスト 削減のため労働、 資本の両面で 

合理化を行った 結果によるものであ る。 この行動は、 供給サイ 

ドにおける次の 2 つのデフレスパイラルを 引き起こす恐れがあ 

る 。 

Ⅰ ) 合理化によるデフレスパイラル 

デフレの下で、 利益を上げるためにコスト 削減のさらなる 合理 

化は、 リストラや設備廃棄を 通じて需要の 縮小をもたらし、 デ 

フレ圧力を加速することになる。 

企業の合理化努力 

/ @ 
物価下落 ( デフレ ) 需要の減少 

Ⅰ / 
デフレ圧力 

(2) 生産能力拡大によるデフレスパイラル 

デフレよる TFP の上昇は、 マクロ経済的には 供給能力の拡大 

をもたらすものであ る。 一方、 需要拡大が伴わないため、 需給 

ギャップが拡大することになる。 需給ギャップの 拡大は、 市場 

における供給サイドと 需要サイドの 双方の期待価格を 下落させ 

る。 この結果、 現実の物価が 下落し、 デフレが加速されること 

になる。 

  

物価下落 ( デフレ ) +   

市場の期待物価下落 

この二つのデフレスパイラルが 複合化することによって、 供 

給能力拡大によるデフレ 圧力に、 合理化による 需要減退のデフ 

レ圧力が加わる 結果、 デフレ圧力が 増幅し加速することが 懸念 

される。 

3. デフレ下の TP 

3.] デフレ下の℡ P の構成要素 

デフレ経済 干 においては、 本質的な需要が 創出されない 限り、 

ミクロの企業業績とマクロの 経済動向との 乖離をきたし、 ひい 

てはデフレスパイラルをもたらすことになる。 

このようなインバランスを 検証するために、 (4) 式は 、 次のよ 

うに発展させる 必要があ る (Hsieh,2002[5])o 

Ⅱ " ナ t " ん K 十 n (14) 

n は 、 「マーケット パヮ 一による恩恵」 (Hs 憶 h) とも称するも 

ので、 これが実効を 伴 う ことにより、 需給両面の乖離が 是正さ 

れ、 ミクロの企業業績とマクロの 経済動向のマッチンバが 図ら 

れることになる。 以後これを Ru 旗 n (2001) [6] の Ins 市 utional 

Innovation  の考えに即して、 Inst@tional lnnovation Factor (IIF) 

と 呼ぶ。 

(14) 式 より   

竿，ト苧 ・。 苧 ).(" 豊 ・ 畔 ) ヰ ・ 苧 。 ，，， 

従って 、 
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(16) 

(16) 式の n  す な む ち、 Inst@tionalInnovation  Factor ㎝ F)  は 、 (3) 

式による市場で 誘発された TFP  成長率 (Ma,ket  Induced  TFP: 

MI-TFP  という )  と、 (8),(13)  式による供給サイドの TFP  成長率 

(Supply  Side  TFP: SS-TFP  という )  とのギャップを 示すものと考 

えられる。 

このような観点に 立って、 表 1 及び図 7 は、 日本の製造業に 

おける 1961-20 ㏄年の間の MD-TFP, SS-TFP, IIF の動向を分析し 

たものであ る。 

表 ] 日本の製造業の TFP 及 び IIF の推移 げ 96J-2000 り 
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A77 戸 ア   n An   よる「供給サイドのみ TFP 上昇」は、 ミクロ企業業績と て 

Ⅳ P   " 三里 (%)           クロ経済動向との 乖離を広げ、 イノベーションジステムの 

1961-70 8.24 5.54 ・ 0.70 3.39 寄与を低下させる 悪循環を招来。 

1971-80 12.86 4.55 ・ 1.83 10.14 

1981-90 11.34 2.1I -0.25 9.47   

1991-95 3.15 2.93 ， 1.71 1.93       従来補完 )  .  へ Ⅰ   

  
1996-20 ㏄ 0.56 1.43 -0.17 ・ 0.69 由 Ⅰ ト   

  
2001-2002 0.3 1.3 0 ・ 5 -1.5 @ 芝   

a  2001-2002  は、 暫定推定値。     
  デフレ 期 ( 代替 ) 

    
    

  
                          0 ． 6                       

SS-TFP(- ユ ) 

図 8. 日本の製造業の SS-TFP と MD-TFP の関係の推移   

従って、 経済のバローバル 化、 経済の成熟化の 必然的帰結 と 

して、 程度は別として、 デフレ経済化が 不可避であ ることを 考 

えると、 「供給サイドのみの 視点にたった TFP 上昇」 (SS-TFP) 

は 、 ミクロとマクロの 乖離を拡大し、 「 イ / ベージョンシステム 

の 効率性」を損なう 悪循環の ト リガ 一 ともなり得ることを 十分 

認識し、 市場評価を反映した TFP 上昇」 (MI-TFP) との一体的   

図 7.  日本の製造業の TFP  及 び IIF  の推移 リ タ 6J-200 の   ジステム 的 検討が不可欠であ る 

表 1 及び図 7 を見ると次の 関係が伺われる。 4.  考察 

① 1960 年代は、 SS-TFP が TFP 成長率上昇の 牽引力。 以上の結果、 次のような知見を 得た。 

② 1970 、 1980 年代には、 IIF が TFP 成長に大きな 役割。 
① 日本の全要素生産性が 19 卵 年代に激変したのは、 技術の 

③ 1990 年代に入ると、 IIF が急速に減少し、 MI-TFP が急減。 限界生産性 (MPT) の 急 減に起因。 

④ 更に 1990 年代後半は、 SS-TFP が TFP 成長の中心となり   
② デフレ経済 干 においては、 通常は労働生産性と 資本生産性 

IIF 寄与の更なる 低下。 
は 代替的な動きを 示すが、 物価の下落によって 全要素生産 

⑤ デフレ下においては、 SS-TFP が TFP 成長の中心となり、 そ   性 が上昇する場合には 労働と資本生産性の 3 つが 同時に 

れが ミクロな企業業績とマクロな 経済動向との 乖離を拡大 上昇する現象が 観察。 
し 、 IIF をスポイル し 、 ひいては、 MI-TFP を減少させ、 企 

業業績と経済動向との 乖離を更に拡大させる 悪循環を生む 
③ デフレ経済 干 における企業の 合理化努力は、 需要の拡大を 

ことが強く懸念。 
伴わない生産性の 上昇をもたらし、 ミクロ企業の 業績と て 

クロ経済動向との 乖離を広げ、 生産性上昇と 経済停滞の悪 

表 2 及び図 8 は、 日本の製造業の 過去 30 年の SS-TFP と MI-TFP 循環の可能性が 存在。 

との相関を分析したものであ る。 
④ 以上より、 デフレ経済 干 においては、 需要創出を伴 う新機 

能 創出型のイノベーションが 鍵 となることが 示唆。 
表 2 日本の製造業の SS-TFP と MI-TFP の相関 げ 970-2000 り 

b Ⅱ A ガ -7y7P) 二 2.00  +  0.62Z),,-9.InA  一 2.30L し ,-.,ln2  一 0 ・ 70Dgo-93  参考文献 

(8.08)  (2.38) ( 一 6.21) ( 一 294) 
[1]  Ⅱ Morgan 「日本 : 製造業の生産性は 水面下で着実に 上昇   

IT@Global@ Econo Ⅲ     c@ &@ Policy@Research!@ 2003   
a 山 ・ R2  0 ・ 807  DW  l.18 

[21  原田泰、 川崎研一、 江川暁夫、 木 滝秀 杉 下賃金の硬直性と 金 

Ⅱ SS-TF 八 5 年移動平均 );D: ダミー                                                       融 政策の重要性』内閣府経済社会総合研究所、 2003   

それ以外の期間二 0; D@4.98: 1994-1998 の期間二 1, それ以外の期間 [3]  渡辺 千匁 『技術革新の 計量分析』 日 科技連、 2001   

二 0;Dg0-93: 1989.1993 の期間 =1 、 それ以外の期間三 0) Ⅰ   ]@ European@ Commissi   n ， European@ Competiti   eness@ Report@ 2001 

(E",. 帥 ， L",mb 。 ",82001). 

表 2  度 ぴ 図 8  より、 供給サイド TFP  成長 (SS-TFP)  と市場 誘 [5]  Hsi 。 h  Chang  Tai,"Wh ぬ ExpI 、 ins 血 e ぬ du ㎞ alRevo@ution  ㎞ Ean 

発 TFP 成長 (MI-TFP) には次の関係が 伺われる。 
Asla?  Evldence  From  由 e  Fa ㏄ or  M 町 @kels,                       Economic 
Review@92(3) ， 502-526@2002   

①従来補完的であ ったが、 1990  年代半ばから 代替関係に転換 [6@  Ru 仮几 V,Techn 。 logy, 窃 。 蝸 h,md  DWelopme 庶 -  ㎞ Induced 

② す な む ち 、 デフレ経済の 進行の中で、 企業の合理化努力に Innovation@ Perspective@ (Oxford@ University@ Press ， Oxford ， New 
Yor ㌔ 2001)   
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